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寄付白書とは…
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本日のポイント
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日本の寄付市場の最新動向

ふるさと納税は「寄付」

なのか？

寄付のような行為の広がり

個人の寄付意識の変化

法人寄付の現状と課題



個人寄付総額

➢ 個人寄付総額は過去最高額

➢ 2016年の2.6倍の規模

➢ ふるさと納税は、2016年の
4.5倍の規模

➢ ふるさと納税を除いた額は、
2016年の1.5倍の規模
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寄付者率

➢ 寄付者率は横ばい

➢ およそ二人に一人が寄付

➢ ふるさと納税を除いた
寄付者率は31.8%
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国際比較 アメリカのみ突出
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アメリカの動向
個人寄付総額は、2016年比で1.4倍に
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アメリカの動向 下落する寄付者率
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ふるさと納税①

• 2008年度の地方税法改正で制度化。

• 「都会に出て生活する人たちが、育てられたふるさとに還元できる
仕組み」として提案。

• 「応援したい自治体」を選び、寄付を通じて、その自治体の公共財
の供給や整備に参加。

• 寄付した金額のうち2,000円を超える部分が、一定限度内で所得税と
個人住民税から全額控除される。

＝居住地に納税される予定の税金が、応援したい自治体に移転される。
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ふるさと納税②

• 「制度理念は寄付でも、実態は買い物に過ぎない」との批判。

• もちろん、返礼品を受け取らずにふるさと納税を行うことも可能。

• この指摘は、ふるさと納税制度の批判に対する、（唯一の）反論と
してしばしば採用。

• しかし、実際にどの程度の人が返礼品を辞退して、寄付としてふる
さと納税を行っているのかは、ほとんど明らかになっていない。
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調査したこと

• ２０２４年１年間に行ったふるさと納税（一人あたり平均69,866.4
円）のうち、

「返礼品を受け取らないで行った、ふるさと納税額」

「返礼品は受け取ったが、返礼品の受け取りが主な目的ではないと考
えて行った、ふるさと納税の金額」
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結果

➢寄付的な性格を有する
部分は、全体の9.2％
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ふるさと納税をどう取り扱うか？
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消費 寄付
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法人寄付総額
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法人寄付の行き先は？
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本日のまとめ
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付録
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